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4,608,849 千円 4,006,206 千円

現 金 及 び 預 金 54,717 991,312

預 け 金 2,330,000 453,636

営 業 未 収 金 428,657 7,652

貯 蔵 品 363 2,394,780

旅 行 前 払 金 1,616,242 141,628

前 払 費 用 29,507 11,170

未 収 法 人 税 等 13,232 6,025

未 収 消 費 税 等 37,908 82,973

そ の 他 流 動 資 産 98,220 82,973

440,594 4,089,179

 有 形 固 定 資 産 16,023 株   主   資   本 960,264

建 物 13,732 100,000

器 具 備 品 2,290 2,100,000

 無 形 固 定 資 産 2 1,100,000

電 話 加 入 権 2 1,000,000

 投資その他の資産 424,569 △ 1,239,735

前 払 年 金 費 用 228,240 △ 1,239,735

差 入 保 証 金 154,357 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 1,239,735

供 託 金 35,600 960,264

そ の 他 投 資 等 29,195

貸 倒 引 当 金 △ 22,824

5,049,443 5,049,443

当期純損失　1,556,550千円

金               額

流   動   資   産 流   動   負   債

貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

資          産          の          部 負  債  お  よ  び  純　資  産  の  部

固   定   資   産

預 り 金

賞 与 引 当 金

科               目 金               額 科               目

営 業 未 払 金

未 払 金

未 払 費 用

旅 行 前 受 金

負   債   合   計

資 本 金

資 本 剰 余 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 流 動 負 債

固   定   負   債

資   産   合   計 負債および純資産合計

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

純　資　産　合　計

(注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。



個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
　主として定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額法を採用しております。

２．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権等特定
の債権は財務内容評価法で計上しております。
　なお、一般債権については貸倒実績がないため、引当金は設定しておりません。

(2) 賞与引当金
　従業員に対する賞与の支払いに充てるため、支給見込額のうち当事業年度に対応する見積
額を計上しております。

(3) 退職給付引当金
　主に従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産
の見込額に基づき計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額
を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
　数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法
により、発生の翌事業年度から費用処理しております。
　なお、当事業年度末においては、年金資産が退職給付債務から未認識数理計算上の差異を
控除した金額を超過しているため、当該超過額を前払年金費用に計上しております。

３．収益の計上基準
　自社の企画旅行商品等の販売については旅行終了時に計上し、他社の企画旅行商品、手配旅行等
の代理販売については発券時に計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。
(2) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

 「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ
通算制度への移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた
項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関
する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計
に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日）第44項の定め
を適用せず、繰延税金資産および繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいて
おります。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の数

２．事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

　該当事項はありません。

普通株式 6,000株 － － 6,000株

株式の種類
当事業年度期首の 当事業年度の 当事業年度の 当事業年度末の

株式数 増加株式数 減少株式数 株式数


